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適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 長寿健康づくり室長　駒谷　みどり

目
的

概
要

保険年金室からの執行委任を受け、国民健康保険被保険者(40～74歳)の対象者に内蔵脂肪型肥満に着目した特定健康診査を実施する。特
定健康診査結果により、保健指導を要すると判定された方に対し、その危険度に応じて生活習慣等の改善を促す特定保健指導を実施する。

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき 実施する特定健康診査を受診し、必要に応じて特定保健指導を利用することにより、メタボリックシ
ンドロームの該当者・予備軍の方の生活習慣病予防や重篤化予防を図る。

２７年度

総コスト 38,517

一般財源 17,218 13,657

2,427 平均給与額×③
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総合判定
　各種教室時の啓発、また未受診者対策として各種団体や地域を活用した受診勧奨のアプローチも行い、健診受診の
勧奨を積極的に行った。また、特定保健指導においても平成26年度に引き続き、未利用者対策を行い、利用勧奨に努
めた。特定保健指導利用者には生活改善の意識付けができ、生活習慣病予防に繋がった。 Ｂ

まずまず進んだ

　前年度に比較し、特定健診受診率が0.3%（H26:37.4％H27:37.1％)低下した。未受診者対策として集団でのアプローチを行ったが、参
加者も少なく、個人アプローチ等、受診率向上に向けての検討が必要である。また、特定保健指導においても未利用者勧奨の案内時
期を少し早めたが、前年度と同様の内容もあり、対象者が利用に繋がるようなアプローチや内容の検討が必要である。

　保険年金室との連携を図り、市民へのわかりやすい広報周知・今後も健診のＰＲ活動を地域団体等にも積極的に行い、未受診者対
策として個人への電話での受診勧奨等を取り入れる等、受診率の向上に努める。また、特定保健指導においても、電話勧奨のみなら
ず他の手法も取り入れ、利用率の向上を図っていく。

事業目的の妥当性：

前年度からの繰越額

総人件費 2,563
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年度計画 年度実績
<特定健康診査>
・個別健診：7～1月、集団健診：7～11月（16日間）
・未受診者への受診勧奨ハガキ：10月（保険年金室実施）
・健診未受診者対策　地域での健康講座の実施　5回
<特定保健指導>
・未利用者対策
　利用勧奨のための案内文送付、電話勧奨、特別講演会（2回）の実施
・特定保健指導利用率　21.1％

県支出金 136

再
掲

翌年度への繰越額

その他 24,927 22,297 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債

国庫支出金 所要人員 0.32

人
件
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総人件費 2,563
事業費 42,145 35,954 一般職員人件費

計画額 予算額 決算額
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対象 亀山市国民健康保険被保険者

③
指
標

施策の方向 02:健康づくり支援体制の充実 項 保健衛生費
戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 目 保健衛生総務費

施
策
体
系

基本施策の大綱 03:健康で自然の恵み豊かな環境の創造 財
務
科
目

会計 一般会計
基本施策 01:健康づくりの推進 款 衛生費

単位

Ｈ27(標準事業)
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計画コード 事業名 部名 健康福祉部
04076-1 特定健康診査事業 室名 健康推進室


